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私的録音録画補償金の共通目的事業への支出について
ドイツ著作権法における「水平的社会的拘束」を手がかりとして

栗 田 昌 裕

第一章 はじめに

本稿は、私的録音録画補償金の共通目的事業へ
の支出について、その理論的基礎を解明するため
の準備作業を行うものである。

一 私的録音録画補償金制度の概要
私的使用のための複製については著作権の制限

規定が置かれており、一定の要件の下に、他人の
著作物を自由に複製することができる（著作権法
30条 1 項）。しかし、政令で指定された機器・記
録媒体（以下、「特定機器・特定記録媒体」とい
う。）を用いてデジタル方式の録音録画を行うと
きには、著作権者に対して、著作権者に相当な額
の補償金を支払わなければならない（同 2 項）。
これを私的録音録画補償金という。
私的録音録画補償金は、録音録画のつど、利用

者から著作権者に対して支払われるのが原則であ
る。しかし、多数の利用者が広範囲に分布してい
る利用形態では、権利者が個別に権利行使するこ
とは期待できない。そこで、権利の実効性を確保
し、権利処理の円滑化を図るために、指定管理団
体による権利の集中管理が規定されている（同
104条の 2以下）。これによれば、指定管理団体は、
特定機器・記録媒体の購入に際して、私的録音録
画補償金の一括の支払を請求できることになる
（同104条の 4）。もっとも、指定管理団体が購入
の事実を把握することは困難であるから、実際に
は、製造業者等の協力義務を前提として（同104

条の 5）、製造業者等が特定機器・特定記録媒体
の価格に補償金を上乗せして販売したうえで、そ
の売上から補償金相当額を指定管理団体に支払う
方式が採られている1 )。

二 私的録音録画補償金の共通目的事業への支出
このようにして徴収された私的録音録画補償金

は、指定管理団体の規程にしたがって、個々の権
利者に分配される（同104条の 7）。ただし、指定
管理団体は、その手数料のほか、前述の特例によ
って徴収された額の「 2割以内で政令で定める割
合」を、「著作権及び著作隣接権の保護に関する
事業並びに著作物の創作の振興及び普及に資する
事業」のために支出しなければならない（同104
条の 8）。これを、共通目的事業（共通目的基金）
への支出という2 )。
同規定の趣旨は、以下のように説明されている。

第 1に、一括の支払を受ける場合には、どの著作
物をどれだけ録音録画したかにかかわらず、「包
括的な一回限りの補償金」が支払われることにな
るため、「個々の権利者と個々の私的録音・録画
行為との関係を明確に確定すること」が困難であ
る。また、分配資料の精度には限界があり、「零
細で分配し切れない権利者や分配資料によっては
分配し得ない権利者（サンプリング調査に偶然上
がってこなかった権利者など）」の存在を回避す
ることができない。そのため、「権利者全体の利
益となるような事業に支出することにより一種の
間接的な分配を行うことが適切である」とされ



る3 )。また、第 2に、特定機器・特定記録媒体の
購入時に私的録音録画補償金を一括で支払う場合
には、「いわば将来における私的録音・録画に係
る不確定債務を一括前払いで支払っている」こと
になる。本来であれば、特定機器・特定記録媒体
の耐用年数に応じて分割すべきところ、購入時の
権利者に全部を分配してしまうのは、「一種の先
取り」になってしまう。そのため、「何が社会的
に公平であるかを考慮して、その調整として共通
目的事業がある」というのである4 )。

三 問題の所在
しかし、これらの理由から、ただちに著作権法

104条の 8 にいう共通目的事業のための支出が基
礎づけられるわけではない。
第 1に、私的録音録画補償金の一部を間接的に

分配せざるを得ないとしても、その方法として、
現行法が規定する共通目的事業への支出が適切か
どうかは別論である。例えば、「著作権及び著作
隣接権の保護に関する事業」への支出については、
「国が負担すべき公共事業を、権利者のみの負担
において行っている」「本来税金で賄うものを権
利者だけに負担させるという意味で不公正な制度
といわざるを得ない」という批判があるという
が5 )、これには理由がないわけではない。私的録
音録画補償金の共通目的事業への支出が間接的な
分配の方法であるならば、それによって利益を受
ける者の範囲は、本来であれば分配を受けられた
であろう権利者の範囲と可能な限り一致すべきで
あろう。国民が一般に利益を受ける事業への支出
は、もはや間接的な分配とはいえない。このよう
に考えると、問題となるのは、私的録音録画補償
金を間接的に配分することそのものではなく、そ
の方法である。したがって、私的録音録画補償金
を「権利者全員に正確に配分することは断念せざ
るを得ず、次善の策として、共通目的基金制度を
創設……した」というだけでは、この批判に応え
たことにはならない。このような指摘は、間接的
な分配を行わざるを得ないことは正当化できても、
それを法定の共通目的事業への支出によって行う
ことまでは正当化できないからである。
第 2に、特定機器・特定記録媒体の購入時に私

的録音録画補償金を一括で支払うことが「将来に
おける私的録音・録画に係る不確定債務」の一括
前払いに当たるとしても、ただちに共通目的事業
への支出を行うべきことにはならない。将来の権
利者への分配は必ずしも不可能ではないし、特定
機器・特定記録媒体の使用状況を正確に捕捉でき
ないのは同時代の権利者であっても同様だからで
ある。ここでも、将来の権利者への間接的な分配
として、共通目的事業への支出が適切かどうかが
問われることになる。
以上のように、権利者への正確な個別分配が不

可能であることは、ただちに共通目的事業への支
出を正当化しない。権利者への間接的な分配の方
法として著作権法104条の 8 第 1 項にいう「著作
権及び著作隣接権の保護に関する事業並びに著作
物の創作の振興及び普及に資する事業」への支出
を法定することが適切かどうかは、さらなる検討
が必要というべきである。
なお、現在、私的録音録画補償金は、徴収額が

激減し、「機能不全に陥っている」といわれてい
る6 )。そのため、私的録音録画補償金の共通目的
事業への支出についても、改めて問題とされる余
地はないように思われるかも知れない。しかし、
すでに多くの指摘があるように、我が国の著作権
法は「オールオアナッシング」の解決に偏してお
り、権利者の利益と利用者の利益とを必ずしも適
切に調整できていないといわれている7 )。これを
是正するための方策として、私的録音録画補償金
制度の改正が議論されているところである。改正
の方向性は未だ定かではないが、必ずしも根拠の
明らかではない8 )現行制度について、理論的基礎
を検討しておくことにも一定の意味がある。

四 本稿の構成
以上のような視点から、本稿では、ドイツ法と

の比較法を通して、私的録音録画補償金の共通目
的事業への支出がどのようにして基礎づけられる
かを検討する。比較法の素材としてドイツ法を選
択するのは、ドイツ法が世界に先駆けて補償請求
権 (Vergütungsanspruch) 制度を創設し､ 我が国
の私的録音録画補償金制度にも大きな影響を与え
たことと、現在でも補償請求権に重要な意義が認
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められていることによる。我が国の私的録音録画
補償金制度が「機能不全に陥っている」とすれば、
数次の改正を経て、現在もなお機能しているドイ
ツ法には参照の価値があるといえるだろう。
そこで、以下では、ドイツ法における補償請求

権制度の位置づけを概観したうえで（第二章）、
権利者への間接的な分配に相当する制度として、
著作権管理法（WahrnG） 7 条 2 文・同 8 条の規
定を取り上げる（第三章）。最後に、日本法への
示唆と残された課題について簡単に触れたい（第
四章）。なお、紙幅の関係から、本稿では学説の
対立や判例の変遷の詳細については立ち入らず、
全面的に続稿に委ねる。

第二章 ドイツ法における補償請求権制度

一 補償請求権制度の沿革
ドイツ著作権法学においては、早期から、著作

者への報酬の割当てが重視されており、補償請求
権も、排他権と並んで、著作者への報酬の割当て
を保障するための制度として構想された。
このことは、18世紀の精神的所有権論の主張に

も見ることができる。精神的所有権論は、著作者
の権利を自然権として正当化する学説の一つであ
り、ジョン・ロックの労働所有論を理論的支柱と
するものであった9 )。しかし、ドイツでは、ロッ
クの労働所有論を直接に移入するのではなく、こ
れを「人は、財産として、自然天然のものの加工
や改変のために費やした自らの労働の成果を要求
できる」10)という報酬保護の思想へと修正したう
えで、著作者の権利を正当化したのである。
1 磁気テープ事件判決
もっとも、当初、精神的所有権論は、著作者へ

成果を割り当てる方法として、所有権類似の排他
的権利を構想していた。この意味での精神的所有
権論は、連邦通常裁判所1955年 5 月18日判決（磁
気テープ事件)11)が、その採用を宣言している。
本判決で問題となったのは、私的使用のための

複製について著作権を制限する文学著作権法15条
2 項が、私的使用のための磁気テープへの録音に
も適用されるかどうかである。本判決は、本件は
立法者が予見していたなかった利益衝突に当たる

として、文理解釈ではなく、法発見を行うべきで
あると判示した。そのうえで、著作権法の基本思
想として、「著作者の著作物に対する支配権は、
第三者による給付（Leistung）の使用に対して公
正な報酬（gerechter Lohn）を求める請求権を基
礎づけるものであるが、立法者によってはじめて
授与されるものではなく、事物の本性からの、す
なわち、制定法の立法によってはその承認と内容
形成が行われるに過ぎない、その精神的所有権の
帰結である」という精神的所有権論を採用したの
である12)。
もっとも、本判決は、私的領域の保護を理由と

して著作者への報酬の割当てを否定することはで
きないとして、文学著作権法15条 2 項を厳格解釈
し、著作権の侵害を認めた。著作者の排他権が私
的領域にも及ぶことを認めたわけである。
2 私的録音事件判決
これに対して、連邦通常裁判所1964年 5 月29日

判決（私的録音事件)13)は、ドイツ連邦共和国基
本法13条が保障する住居の不可侵が著作者の排他
権に優越することを認めている。ただし、著作者
への報酬の割当てそのものは維持されるべきであ
ると指摘し、補償請求権制度が創設される契機と
なった。
同判決で問題となったのは、著作権者がテープ

レコーダー製造者に対して最終購入者の住所氏名
を明らかにするために必要な措置をとるように請
求することができるかどうかである。本判決は、
こうした請求を認めれば、住居の不可侵に反する
ことになるとして、請求を棄却した。しかし、
テープレコーダー製造者は、「妨害者」（Störer）
または不法行為の「関与者」（Teilnehmer）とし
て法的責任を負うことがあると指摘し、著作者の
「報酬請求権の危殆化を排除するのに必要かつ適
合的であり」かつ「期待可能な負担」を求めるこ
とはできると判示した。このような「期待可能な
負担」として、補償請求権制度が構想されること
になったのである。
3 ドイツ著作権法の成立
1965年に成立した現行ドイツ著作権法は、第53

条 5 項において、以下のように規定している14)。
ドイツ著作権法53条 5 項（私的使用及びその
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他の自己使用のための複製)15)

放送を録音録画媒体へ記録することにより、
またはある録音録画媒体から他の録音録画媒
体へと写調することにより、私的使用のため
に著作物が複製されることが、著作物の性質
上、予想される場合には、その著作物の著作
者は、そのような複製の実行に適した機器の
製造者に対して、その機器の販売によって生
じた、そのような複製を行う可能性について、
補償金の支払いを求める請求権を有する。機
器を本法律の適用地域に業として輸入しまた
は再輸入する者は、機器の製造者とともに、
連帯債務者として責任を負う。その機器がこ
の法律の適用地域においては前述の複製の実
行のために使用されないことが状況から明ら
かに予想される場合には、この請求権は存し
ない。この請求権は、管理団体を通してのみ
行使することができる。製造者がその機器の
販売から得た収益の相当なる部分が補償金と
して各権利者に帰属する。第84条，第85条 3
項及び第94条 4 項に基づく権利者を含め、全
権利者の補償請求権の合計は、この販売収益
の100分の 5を越えてはならない。
1962年の政府草案理由書では、補償請求権制度

について、「著作者は、磁気録音機器による私的
複製に対して禁止権を行使するよりも、報酬
（Vergütung）の支払いと引き換えに複製を許諾
しようとする。このように、著作者は、相当なる
報酬を獲得することにしか関心を有していない。
しかし、そのためには禁止権は必要ではなく、法
律が相当なる報酬を求める請求権を認めれば十分
である」と述べられており16)、立法者が、禁止権
（排他権）の貫徹よりも報酬の割当てを重視した
ことは明らかである。このような処理は、まさし
く私的録音事件判決が示した方向性に沿うものと
いえるだろう。
なお、補償金の支払義務者については、政府草

案では複製者とされていたのを、現行法は機器の
製造者へと改めている。実効性を確保するための
修正であるが、同規定については、録音機器の製
造者から憲法訴願が提起されることになった。も
っとも、連邦憲法裁判所は、本来的に補償金を支

払うべきなのが複製者であるとしても、その直接
的な把握はやはり住居の不可侵に抵触するため、
価格転嫁によって間接的に捕捉する方法を採るこ
とも許されるなどとして、テープレコーダー製造
者に補償義務を課すことは合憲と判示している17)。
その後、ドイツ著作権法は数次の改正を経てお

り、現在では、補償請求権の規定は拡充され、
「私的使用及びその他の自己使用のための複製」
についての規定とは独立して規定されている（法
54条以下）。本稿では個々の改正に立ち入ること
はできないが、重要な改正として、例えば、①補
償義務の対象が複製機器から記録媒体へと拡張さ
れたこと、②法定補償金率が撤廃され、著作権管
理団体と製造者団体との協議等によって補償金額
が決定される方式へと変更されたことなどが挙げ
られる18)。

二 補償請求権制度の憲法的評価
ここまでに見たように、ドイツ法では、著作者

への報酬の割当てが重視されており、排他権や補
償請求権は、このような割当てを維持するための
手段と位置づけられていた。このような発想は、
連邦憲法裁判所の判例によっても跡づけられるこ
ととなった。もっとも、同裁判所の判例の展開に
ついては別稿で論じたため19)、本稿では、確立し
た判例とされている連邦憲法裁判所1971年 7 月 7
日判決（教科書事件)20)を概観するにとどめたい。
教科書事件は、学校用図書等への著作物の収録

について著作権を制限していた著作権法46条（当
時）が著作者の基本権を侵害するとして提起され
た憲法訴願（憲法訴願とは、公権力によって基本権を侵害

されたことを理由として、直接、連邦憲法裁
判所に提訴する手続をいう。連
邦憲法裁判所法90条以下参照。）の事例である。
本判決は、以下のように述べて、補償請求権の

定めを欠く限りにおいて同規定を違憲無効と判断
した。
第 1に、立法者は財産権の内容形成を行うにあ

たって、財産権保障の基本的内容を護るとともに、
他の憲法規範にも反しないようにしなければなら
ない。ここで、財産権保障の基本的内容（基本法
14条 1 項前段）とは、「創作的給付の財産的価値
ある成果を私法規定により原則として著作者に割
り当てることと、これを自己の責任で処分できる
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自由」を意味している。これは、「基本法によっ
て保護される著作権の核心」である。ただし、著
作物の利用方法をすべて著作者に留保することま
では、要請されていない。これに対して、財産権
の社会的拘束（基本法14条 2 項）は、立法者に対
して、個人の利益と公共の利益を公正に調整し、
場合によっては、公共の利益のために著作者の権
利に限界を設定するように命じている。そのため、
著作権の制限規定の合憲性は、それが公共の利益
によって正当化されるかどうかによって判断され
ることになるというのである。
このように見ると、財産権保障の基本的内容は、

著作者への成果の割当てが保障されていれば、最
低限、維持されることになる。排他権は、著作者
への成果の割当てに、著作物の利用の対価を交渉
して取り決める自由を付加したものに過ぎない。
したがって、第 2に、著作権の制限規定の違憲

審査は、補償請求権の定めがあるかどうかによっ
て、異なる基準に服することになる。すなわち、
①補償請求権の定めがあれば、著作者への成果の
割当ては維持される。排他権の制限は著作者から
対価決定の自由を奪うことになるが、これは、
「著作物に妨げなく接触するという公共の利益」
によって正当化できる。これに対して、②補償請
求権の定めがなければ、著作者への成果の割当て
そのものが害されることになる。これは、基本法
によって保護される著作権の核心を侵すものであ
り、「著作物に妨げなく接触するという公共の利
益」によって正当化することはできない。このよ
うな制限を正当化するためには、「高められた公
共の利益」が必要である。
これを著作権法46条について見ると、①排他権

の制限そのものは「現代的な授業において青少年
を知的創作に親しませる」という公共の利益によ
って正当化できるが、②補償請求権の否定を正当
化できるほどの「高められた公共の利益」は存在
しない。したがって、同規定は、補
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違憲だというのである。
本判決は、直接には有体的複製の権利（法15条
1 項）に関するものであったが、連邦憲法裁判所
1978年10月25日決定（教会音楽事件)21)において
無体的再生の権利（同 2項）にも適用されること

が確認された。そのほか、本判決は、同日の図書
館料金事件決定22)、学校放送事件決定23)、翌 8日
のレコード事件決定24)のほか、多数の判例に引用
されており、確立した判例理論とされている。

三 小 括
以上のように、ドイツ著作権法が採用した補償

請求権制度は、古くは自然法に基礎を有し、現在
では憲法上の財産権保障によって支えられている。
その基本的な発想は、著作者に著作物の利用に対
する報酬ないし創作的給付の財産的価値ある成果
を割り当てることにあった。そのため、補償請求
権の定めのない著作権の制限規定は、「高められ
た公共の利益」によって正当化されない限り、財
産権保障の侵害として違憲とされるおそれがあり、
現に違憲判決もある。
このように考えると、本来であれば著作者に分

配されるべき補償金を他の目的のために支出する
ことも、著作者への成果の割当てを害するものと
して、違憲の疑義を生じそうである。ドイツ法で
は、こうした支出は、水平的社会的拘束によって
正当化される限りにおいて認められるものとされ
ている。次章では、こうした間接的な分配の制度
を概観することにしよう。

第三章 ドイツ法における補償金の共通目
的事業への支出とその基礎づけ

一 著作権管理法の規定
ドイツ著作権法と同時に成立した著作権管理法

は､ 集中管理団体（Verwertungsgesellschaft）に
よる著作権法上の利用権、同意権、補償請求権の
管理について規定する法律である。同法は、第 7
条第 2文では「文化的に重要な著作物及び給付」
の振興という分配方針を掲げており、第 8条では
「将来準備制度及び共済制度」への支出を定めて
いる。これらの規定は著作者への間接的な分配に
属するものであり、いずれも水平的社会的拘束
（horizontale Sozialbindung）の具体化とされてい
る25)。以下では、日本法における共通目的事業へ
の支出と比較可能な制度として、この 2つの条文
を取り上げる。
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二 著作権管理法 7条 2文
1 規定の内容
著作権管理法 7条（収益の分配)26)
1集中管理団体は、その活動から得られた

収益を、予め定められた規則であって分配に
際して恣意的な取り扱いを排除するもの（分
配計画）に基づいて、分配しなければならな
い。2分配計画は、文化的に重要な著作物及
び給付を振興するという原則に反してはなら
ない。3分配計画の原則は、集中管理団体の
定款に規定しなければならない。
著作権管理法 7条 2文は、立法過程においては
効力規定として起草されていたが、憲法上の疑義
があるため､訓示規定へと改められた27)｡ この規定
があるため、同 1文の恣意の禁止にもかかわらず、
文化的な重要性に応じて配分を行うことができる。
この意味で、これを許可規定（Kannvorschrift）
と表現するものもある28)。
いずれにせよ、同規定は、見方を変えれば、文

化的に重要ではない著作物等の負担において、文
化的に重要な著作物等に支出を行っていることに
なるため、水平的社会的拘束の具体化とされてい
る。
2 E-Musik と U-Musik の区別
著作権管理法 7条 2文に基づく措置としては、

文化的に重要な著作物や給付を創作しようとする
者に対して奨学金制度を設けることも考えられる
が29)、しばしば代表例として挙げられるのが、
GEMAの分配計画におけるE-Musik (ernsteMusik,
純音楽）とU-Musik（Unterhaltungsmusik, 軽音
楽）の区別である。GEMAによる収益の分配は、
「計 算」（Verrechnung）と「査 定」（Wertung）
の二段階に分けて行われるが、そのいずれにおい
ても、E-Musik と U-Musik では異なる取り扱い
が予定されている。例えば、計算手続においては、
著作物がその種類や演奏時間等によって点数評価
されるが、その点数表は両者で異なっており、一
般にE-Musik の方が配点が高い30)。
こうした区別については、批判もある。例えば、

①E-Musik の支援のためにU-Musik の権利者に
負担を強いるものであって憲法上の疑義がある、
②E-Musik と U-Musik の区別は困難なことが多

く、著作権管理法 7条 1文の恣意の禁止ないしド
イツ民法典307条の透明性原則に反する、③E-
Musik と U-Musik の区別はドイツ法に独自のも
のであり、「公正な報酬」を保障するヨーロッパ
法との関係で問題がある、といった指摘が行われ
ている31)。
もっとも、これらの批判に対しては、以下のよ

うな反論もある。すなわち、①計算手続における
配点の相違は、配分の原資となる収益が区別され
ているか、わずかな差しかないため、著作権管理
法 7条 2文によって正当化できる。また、査定手
続における区別は、援助の必要性に応じたものに
過ぎない。また、この区別は会員の自律的決定に
基くものであり、法政策的決定としても妥当であ
る。②E-Musik と U-Musik の区別は日常的に行
われており、商慣習も異なるほか、区別の困難な
著作物については委員会による指定が、中間的な
著作物については受け皿規定があるため、問題は
生じない。最後に、③集中管理団体の収益を権利
者に分配する際には、総計的概算的処理が避けら
れない。そのため、一定額を間接的に分配するこ
とは、権利者に対する「公正な報酬」の保障に矛
盾しないというのである32)。
以上のように争いはあるが、E-Musik と U-

Musik の区別は GEMAの実務には定着している
ようである。もっとも、これらの区別がドイツ法
に特有のものであり、とりわけ国際法との関係で
は問題をはらんでいることも否定できない。

三 著作権管理法 8条
1 規定の内容
著作権管理法 8条（将来準備制度及び共済金
制度）
集中管理団体は、その管理する権利又は請

求権の保有者のために、将来準備制度及び共
済制度を設けるものとする。

著作権管理法 8条は、共通目的事業への支出に
ついて規定しているが、日本法とは内容が大きく
異なっている。というのも、そこで想定されてい
るのは、主として老齢年金（Altersversorgung）
や傷病支援金（Unterstützung in Notfallen）など
の生活保障制度の維持運営だからである33)。なお、
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権利者に分配されるべき収益からの支出を伴うた
め、同規定も、水平的社会的拘束の具体化とされ
ている。
同規定も訓示規定であり、争いあるも、その違

反が直ちに管理団体の認可手続に影響を与えたり、
監督官庁による強制に服するものではない34)。た
だし、将来準備共済制度は、集中管理団体が信託
的に管理する著作権等の行使によって得られた収
益によって運営されているため、年次決算書及び
事業報告書の記載事項の一つとして、決算報告や
監督官庁への通知義務に服する（同法 9 条・20
条）。具体的には、収益の管理分配が集中管理の
「相当なる条件」に一致しているか、受益者の範
囲が客観的な基準に基づいて決定されているか、
総費用が総収益の一定の割合を超えていないか、
負担が公平に分配されているか、などが監督の対
象になる35)。
2 GEMA-Sozialkasse
同規定は､立法当時すでに存在していたGEMA-

Sozialkasse（ドイツ音楽著作権協会社会基金）
を範型とし、同様の制度を他の集中管理団体にお
いても設立するために制定されたものである36)。
そこで、以下ではGEMA-Sozialkasse の概観を行
うこととしたい。
GEMA-Sozialkasse は、老齢、疾病、事故その
他の理由によって生計を維持するだけの収入を得
られなくなった会員に対して、一時金や定期金の
給付を行う制度である。その原資はGEMAの収
益からの分配によって賄われており、その他の社
会目的の支出と併せて、社会控除（Sozialabzug）
と呼ばれている。社会控除の額は、上演権及び送
信権からの収益については、分配額の 10%であ
る。このほか、利息、入会金、手数料及び違約金
等の分配できない収益も社会控除の対象とされて
いる（上演権・送信権分配計画 1 条 4 項）。ただ
し、利用数に応じた個別計算が可能な機械的複製
権からの収益については、分配できない収益のみ
が社会控除の対象となる（機械的複製権分配計画
1条 2項）。
GEMA-Sozialkasse は、作曲家部門、作詞家部
門、音楽出版社部門の独立した三部門から成って
おり（GEMA社会基金規程 3条 1 項）、それぞれ

の部門運営委員会によって運営されている（同 2
項）。このうち、音楽出版社については、給付の
受領者として幹部従業員を指名する制度等の特則
があり、給付額の決定方法も他部門とは異なり定
額で定められている（同12条。同 5条 4項・ 6条
2 項・ 7 条 5 項・ 8 条 1c 項・同 2b 項・ 8 条 1c
項・同 2b 項参照）。以下では、作曲家や作詞家
の取り扱いについて説明する。
GEMAの正規会員が一時金や定期金の給付を

受けるための一般的な要件は、以下のとおりであ
る（同 5条 1項）。
⒜満60歳以上であること
⒝最低 5 年間に亘って継続してGEMAの正
規会員であること

⒞その収入が生計維持のために不十分だと証
明できること

ただし、疾病や事故等の事情によって困窮状態
にあるときは、満60歳以上であることを要しない
（同 2項）。
また、死亡した会員の遺族にも、一定の要件の

下に、一時金や定期金の給付が行われる（同 6
条・ 7 条）。このほか、正規会員が死亡した際に
は、遺族に弔慰金が支払われる（同 2 条 2 項）。
また、疾病介護保険料の半額を塡補する制度も用
意されている（同13条）。
定期金の額は、GEMA会員の平均収入に連動
して決定される。例えば、正規会員に対する定期
金は､ 平均年収の 80% (最低月額 EUR446.-､ 最高
月額 EUR1600.-）とされている（同 8条 I.(1a)）。
会員の平均年収がEUR16000.- を超えるときには、
その額に応じて、月額EUR78.- から EUR546.- ま
での特別手当が加算される（同(1b)）。
遺族に対する定期金の額は、会員の 75% (最低

月額 EUR334.50) であり、特別手当の額も異なる。
（同 8 条 II.(1a)、同(1b)）。これに対して、一時
金の額は、各部門管理委員会が個別に審査して決
定する (同10条)｡ 弔慰金の額は定額 (EUR1,700.-）
である（同 9条）。
このように、GEMA-Sozialkasse は、その会員

及び遺族に対して、かなり手厚い生活保障を用意
している。権利者は、社会控除を負担する代わり
に、このような潜在的な権利を手に入れているこ
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とになる37)。

四 水平的社会的拘束
1 序
前述の各制度は、いずれも、本来であれば権利

者に個別に分配されるべき収益を異なる目的のた
めに支出するものであり、憲法上の財産権保障に
反するおそれがあるものの、いずれも水平的社会
的拘束として正当化されるため、違憲とは考えら
れていない。そこで、以下では、水平的社会的拘
束と、その前提となる著作権の社会的拘束の理論
について、簡単な紹介を試みる。
2 社会的拘束の理論
著作権の社会的拘束の理論は、当初、著作物の

社会的性質 公表されれば社会全体に広く影響
を及ぼさずにはいられないという反射効 によ
って著作権の期間制限を正当化する理論であっ
た38)。これは、所有権の社会的拘束を著作権法の
領域に援用するものであり、権利の対象が有する
社会的性質によって権利の制限を正当化するとい
う点において両者は共通していた。
その後、映画、ラジオ、テレビといった著作物

の新しい利用方法が普及するようになると、著作
権の社会的拘束の理論は、著作権の内容の制限に
ついても主張されるようになった。例えば、①著
作物が幾世代にも亘って蓄積された先行業績に依
拠していることや39)、②著作物が公共に受け取ら
れるために創作されていることなどが40)、早くか
ら著作権の制限を基礎づける著作物の社会的性質
として主張されている。
こうした社会的拘束の理論は、基本法14条 2 項

を介して、実定憲法の解釈にも取り入れられた。
3 水平的社会的拘束
もっとも、著作権の内容の制限を正当化するた

めに主張された社会的拘束には、著作物の利用者
（消費者）との関係を念頭に置いたものと、他の
創作者との関係を念頭に置いたものの両者が含ま
れている。例えば、私的使用のための複製につい
て著作権が制限されるのは、消費者の利益のため
である（法53条）。これに対して、引用権（法51
条）や自由利用（法24条）は、他の著作者の利益
のために認められた著作権の制限である。このよ

うに、著作権の制限には、消費者との関係に基づ
くもの（垂直的社会的拘束）と、著作者相互の関
係に基づくもの（水平的社会的拘束）がある41)。
このうち、水平的社会的拘束は、著作者相互の

連帯によって自発的に承認されて来たものである。
そのことは、現行法の制定前からGEMA-
Sozialkasse が存在しており、むしろこれを承認
し拡大する形で著作権管理法 8条が制定されたこ
とからも明らかである。同様に、GEMAによる
E-Musik の優遇も、U-Musik の権利者によっても
たらされた連帯的貢献であり、このような取扱い
を制定法によっても承認したのが同法 7条 2文だ
といえる42)。
以上のように見ると、水平的社会的拘束は、著

作者の連帯的共同体において自律的に形成されて
来た著作権の制限であり、公共の利益による制限
と並んで重要な意義を有するものといえるだろう。
財産権保障にもかかわらず、間接的な分配が許さ
れるのは、このような水平的社会的拘束によって
正当化されるからであり、またその範囲に限られ
る。

第四章 おわりに

以上のように、ドイツ法においては、著作者へ
の成果の割当ては、憲法上の権利 財産権保障
の基本的内容 として保護されており、このよ
うな割当てを害すれば、違憲のおそれがあるもの
とされていた。たしかに、主に憲法訴訟の対象と
なっていたのは著作権の制限規定であるが、本来
であれば配分を受けるべき権利者から財産的利益
を奪うものであれば、憲法上の財産権保障への介
入と評価される可能性は否定できない。前述した
著作権管理法 7条 2文、同 8条の規定もこれに当
たる。そこで、「文化的に重要な著作物及び給付」
の優遇や社会控除を正当化するために持ち出され
るのが、著作権の制約原理である水平的社会的拘
束である。
もっとも、水平的社会的拘束によって正当化す

るためには、そこで行われている「著作権の制
限」は、権利者間の相互扶助といえるものでなけ
ればならない。そのため、ドイツ法における間接
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的な分配の諸制度においては、利益を受ける者は
権利者の結成した団体の構成員に限定されていた。
また、文化的に重要な著作物等の優遇や社会控

除が立法によって導入されたものではなく、権利
者団体の自発的な相互扶助の制度として、著作権
管理法の制定に先立って存在していたことも無視
できない。このことによって、間接的な分配の諸
制度は、権利者団体の自律的決定としても正当化
されるからである。
こうしたドイツ法の視点から見たとき、日本の

著作権法104条の 8 のように「著作権及び著作隣
接権の保護に関する事業並びに著作物の創作の振
興及び普及に資する事業」への支出を法律によっ
て義務づけることが正当化できるかは、検討の必
要があろう。著作者への直接的な分配を徹底でき
ないとしても、権利者間の相互扶助を超えた、公
益目的の支出が正当化されることにはならないか
らである。
また、共通目的事業への支出は、集中管理団体

の規程にしたがって行われており、委託事業の対
象団体や助成事業の選定基準などにおいて一定の
限定が行われている。こうした支出を自律的決定
として正当化するためにも、集中管理団体の自律
性と著作者等の参加が担保されるべきことになる
だろう43)。これらの検討は、次稿を期したい。

注
1 ）加戸守行『著作権法逐条講義[六訂新版]』（著作権
情報センター・2013年）690頁以下。
2）加戸前掲注 1）706頁、阿部浩二「私的録音録画補
償金の 2 割を、いわゆる共通目的基金に支出するこ
とについて」コピライト2014年11月号41頁参照。
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